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平成28年度より渡川流域（四万十川、中筋川、後川）の直轄管理区間を対象とし、流域の洪

水氾濫時における被害の最小化を図るため、河川管理者、各自治体、及びライフライン事業

者・公共交通事業者等関係機関の連携による「事前防災行動計画（以下「タイムライン」と言

う）」の構築に向けた検討を実施している。本稿は、これまでの検討状況の中間とりまとめと

今後の取組について報告する。 
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１. はじめに 

 

 四万十川は、下流平野部において後川及び中筋川を合

わせ太平洋に注ぐ、幹川流路延長 196km、流域面積

2,186km2の一級河川である。  流域の気候は、太平洋

岸式気候に属し、渡川流域の平均年降水量は上流部で

3,000mm 程度、中下流部でも 1,800～2,600mm に達し、日

本でも有数の多雨地帯である。下流の四万十市は、土佐

の小京都、清流四万十川のまちとして日本全国に親しま

れるとともに、古くから幡多地域の経済・文化面にわた

る中心的役割を果たし、また、国道 56 号、国道 441 号、

土佐くろしお鉄道などが通る交通の要衝でもある。一方、

四万十市を含む渡川流域は、古くから洪水被害が多く、

昭和３８年には台風による後川堤防が決壊（表-1 写真

-1）したほか、支川中筋川では四万十川本川の背水の影

響を受けやすく、内水被害が深刻化する傾向にある。こ

れに対し、四万十川の堤防整備などのハード対策を進め

ているものの整備完了には時間を要し、また、近年、雨

の降り方が局地化・集中化・激甚化していることから、

ハード対策と合わせ、洪水に対する防災・減災のソフト

対策を確実に実施する必要がある。このため、国・県・

市・関係機関の連携による、より地域に即した具体の住

民の生命を守るためのタイムラインを作成するため「渡

川流域を対象としたタイムライン検討会」を設立し、検

討をすすめている。 

 

 

 

 

 

２. タイムライン策定の内容 

 

(1)  目的と理由 

 渡川流域の氾濫特性は、山に囲まれた閉鎖型であり、

氾濫形態は貯留型を示し、浸水深が深く、浸水時間が長

期に及ぶことにある。（図-2）

 

     

さらに、四万十市が指定している避難所の多くは想

定氾濫区域内にあり、浸水により1階2階が利用できない

状況となるほか、停電や断水により、場合によっては3

階以上でも避難所生活を送ることができなくなることも

想定される。（写真-2）浸水しない避難所の収容人数で

は、対象地区内の要避難者数を収容できないことから、

最寄りの避難所のみならず、広域的な避難が必要となる

など多くの問題をかかえている。 

表-1 昭和３８年の台風被害   写真-1 破堤後の古津賀被災 

図-2 四万十川－中筋川堤外断面図 



 

 

その一方、都市域と異なり、地域が密着しているこ

とから、対象地区には地域に密着した鉄道会社やバス

会社があり、広域的な避難に対しての連携は可能なこ

と、また、タイムラインの検証のための情報伝達や避

難訓練等の実施にあたっては、住民や事業者の協力が

得られやすいといったことからタイムライン策定の検

証モデルとして実施することとした。 

 

(2) タイムラインの策定 

  タイムラインとは、いつ、誰が、どのような行動を

行うのかを、破堤・越水など氾濫発生時間から逆算

して先を見越し、関係機関の横断的な連携も含めて

事前に実施しておくべき防災行動を定めたものであ

る。 

a)タイムライン対象波形の設定 

これまでの実績洪水の特徴を調査し、洪水の立ち

上がりが最も早い「平成16年10月台風23号型」波形を

採用した。一番早くピークを向かえる中筋川の破堤

を「ゼロアワー（0H）」と設定。洪水の確率規模は

1/100とする。（図-3） 

 

 

 

 

 

 

  

b)タイムラインで想定するハザード 

平成16年10月台風23号の内水氾濫実績から内水発生

時刻を想定。ゼロアワーの７時間前から内水被害が

発生し、ゼロアワー７時間後には浸水区域の約85％が

浸水深2.0m以上となる。（図-4） 

 

  

③ワーキンググループ(WG)の開催 

 

 

 

 

 

c)検討会の設置とワーキンググループ（ＷＧ）の開催 

タイムライン策定にあたっては浸水により様々な機

関が影響を受けることが想定され、多様な観点から

の事前防災行動の検討が必要なため、国・県・市・

関係機関の連携による「渡川流域を対象としたタイ

ムライン検討会」を設立した。また、円滑な検討の

ため、第２回検討会からは以下の２つのテーマ別の

ワーキンググループ(WG)を設置した。参加対象は防

災業務の計画策定に携わる実務者である。(表-2、3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワーキングで出された大きな課題としては、浸水し

ない避難所（図-5）の収容人数では、対象地区内の要

避難者数を収容できないことから、最寄りの避難所の

みならず、広域的な避難が必要となることがあげられ

る。そのためには、早期に広域的な避難勧告を発令す

る必要があること、要支援者の避難に関する課題や、

流入規制に関する課題があり、これらは訓練やシミュ

レーションで解決方法を探ることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

d)策定されたタイムライン 

ワーキングでの議論も踏まえて、第２回検討会でタ

イムライン案が示され、台風による被害を想定して

ゼロアワーより３日ほど前から７時間後までのタイ

ムラインを作成し試行的に運用することとした。 

(図-6) 

 

四万十市役所
5～10m

想定最大規模

計画規模

写真-2 四万十川市役所での浸水イメージ 

図-3 中筋川ハイドログラフ 

図-5 被災しない避難場所（□以外） 

図-4 ゼロアワー７時間後の浸水被害 

表-2 ワーキンググループの討議内容 

表-3 ワーキンググループのメンバー 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３. タイムラインの運用と課題の抽出 

 

(1) 平成28年9月台風16号の検証と対象ハザードの 

    見直し 

第３回検討会では平成28年9月台風16号でのタイム

ラインの運用結果を検証し、問題点を抽出した。 

しかし、近年、全国各地で計画規模を超える浸水被

害が発生しており、想定し得る最大規模の洪水に対

する避難体制等の充実・強化を行う必要が高まった

ことから、対象ハザードも想定最大規模の洪水に対

するものとした。なお、この場合、浸水想定区域内

の殆どが、5m以上の浸水となり要避難者数は、約2万

人となる。（図-7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 広域避難の課題 

検討会ではワーキングで明らかとなった下記の広域

避難の課題について議論された。 

・広域避難勧告発令（24時間前など）のトリガーが無

い 

・要避難者を100％収容できる避難所が無い 

・避難勧告を発令しても避難する住民が少ない 

そのため、この点についてさらに数回のワーキング

を実施し、広域避難における課題解決に向けて、実

際に要配慮者施設を対象に訓練を実施することなど

が提案された。 

 

(3)避難訓練の実施 

公共交通機関の大型バス等も動員し、要配慮者施

設から指定避難所への避難訓練を実施し、広域避難

について課題を抽出した。(写真-3,図-8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)避難訓練の結果 

避難訓練の結果、大型バスを使用したため、狭い

場所がありルートが限られ、移動に時間を要すこ

と、避難者の収容にも時間がかかったため、地域

の実情を確認しておく必要があること、アンケー

トからは自分の判断で避難行動を起こす人が多い

ことなどがあげられた。 

 

４. 地区タイムラインへの水平展開 

 

(1) マイタイムラインの提案 

ワーキングでは上記のような訓練を水平展開し、

住民が主体となって取り組めるようなしくみ作り

が必要との意見が出され、第5回検討会、第6回ワ

ーキングで住民が主体となり作成する「マイタイ

ムライン」（図-9）の取組を紹介し、ワークショ

ップによりマイタイムラインを住民が作成して訓

練を実施することが提案された。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 想定最大のハザード 

図-6 タイムラインの一部（ゼロアワー1時間前） 

写真-3 要配慮者施設からの避難訓練の様子 

図-9 マイ・タイムラインの中身 

図-8 位置図 



(2)住民ワークショップ 

a)マイタイムラインの説明 

 H30.6.02に古津賀第２団地にてワークショップを実

施した。この地区は防災に関心が高いものの、参加

者はほとんどが高齢者であった。今年4月に配布され

たハザードマップの説明の後、マイタイムラインを

紹介したが(写真-4)、住民の反応は必要性は理解し

たものの、パソコンを使える方がほとんどおらず、

（４０名中１～２人）自分でハザードマップの情報

を貼り付けることなどできない等、意見をいただい

た。 

      

 

 

 

 

 

  

b)避難に関する意見交換 

 また、住民意識を高めてもらうため、避難に関する

質問を投げかけ、YES、NOで回答し、付箋紙にその理

由を記入、意見交換する作業を実施した。（写真-5） 

 

 

 

 

  

 

避難するかどうか問いかけ → YES,NOのカードで回答 

 

 

 

 

 

 

 →付箋紙に理由記入   →理由について意見交換 

 

この作業では各員のYES、NOの理由はさまざまな立

場の住民によって意見がくい違い、それぞれの理由を

述べる中で問題意識を共有できたようである。 

c)ワークショップで抽出された課題 

 現在取りまとめ中であるが、高齢者の多い地区では

マイタイムラインを自作することは難しいことや、要

配慮者利用施設の避難訓練の時と同様、避難するかど

うかの判断は立場や環境によって違い自分の判断で避

難行動を起こす人が多いと考えられる。 

 

５. 今後の取組 

 

(1) 広域避難の課題解決 

 現在、避難シミュレーションにより、流入規制などの

必要性を検証するなど、広域避難の課題解決に向けて 

関係機関とともに検討を行っているところである。 

 

(2) マイタイムラインの水平展開 

 マイタイムラインを住民に浸透させるのは難しく、小

学生向けのタイムライン（図-10）などを参考に簡易版

を作成し、パソコンなどを使用しなくても、作成出来る

ものを提案することを考えている。また、今後は住民の

実情に合ったタイムラインを元に避難訓練を実施し、意

識の向上を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(3)ワークショップの実施 

今後、モデルとしている他の２地区（図-11）でも

ワークショップや訓練を実施し、課題を抽出する。 

 

 

    

 

 

 

 

 

６. おわりに 

 

 渡川流域を対象としたタイムライン策定は、座長であ

る高知大学 防災推進センターの原 忠教授の指導の元、

四万十市を中心として関係機関の協力と活発な意見をい

ただき策定された。 

四万十市は人口は少ないものの、ひとたび想定規模

を超えるような甚大な水災害をうければ住民のほとんど

が被災者となり、また要配慮者施設も被災を受けやすい

場所にあることや、施設以外でも高齢者が多くすむ箇所

は被災を受けやすい箇所にあるため、規模は小さくとも

課題は多くあることが判った。今後、策定されたタイム

ラインをモデルとして県管理河川などにも水平展開し、

また、地域住民との地区タイムライン策定や訓練を進め、

課題を整理し、解決策を検討していく。 

図-10 小学生向けマイタイムライン 

写真-4 マイタイムライン説明の様子 

写真-5 避難に関する意見交換の様子 

図-11 ワークショップ実施予定箇所 


